
金融機関各位

この証明書は、会計帳簿及び決算書並びに法人税申告書の作成に関して次の事実を証明します。

ＴＫＣシステムを正しく利用した場合にだけ発行されます。

笊当企業の会計帳簿は、会社法第432条に基づいて、「適時に」作成されていること。

笆 TKC会計事務所は、毎月、当企業を訪問して巡回監査を実施し、月次決算を完了していること。

笳決算書は法人税申告のため税務署に提出したものと同一であり、別途に作成したものではないこと。

笘法人税申告書は当該決算書に基づいて作成され、申告期限までに電子申告されていること。

この「証明書」は、TKC会員事務所が行う以下の業務（記帳指導を除く）について、いつ実施したのかを

過去3年間にわたって詳細に開示しています。

TKC全国会は、昭和46年8月17日、TKCシステムを利用する税理士・公認会計
士によって結成され、現在1万名を超える会員（TKC会員）が参加しています。
その事業目的は以下の5つです。

1. 租税正義の実現　　　 4. TKCシステムの徹底活用
2. 税理士業務の完璧な履行 5. 会員相互の啓発、互助及び親睦
3. 会計事務所の経営基盤の強化

TKC全国会とは

決算書の信頼性を確認するための

『記帳適時性証明書』
（会計帳簿作成の適時性（会社法第432条）と電子申告に関する証明書）

「記帳適時性証明書」が発行されるまでの業務プロセス

4

戦略財務情報システム（FX2）

継続MASシステム

企業の経営改善計画を策定するシステムです。「中期経営計画」と「短期経営
計画」の策定を行い、期中においては四半期ごとの「業績検討会」を開催する
ことにより、経営者に気づきとやる気を促すシステムです。

企業向けの管理会計システムです。最新業績を「365日変動損益計算書」から即座
につかみ、経営改善のヒントを提供し、黒字決算のための業績管理を行います。
また、FX2に入力された管理会計データは、巡回監査のあと財務会計データ

に変換されます。
※TKCシステムでは、過去の仕訳及び過去の勘定科目残高に対する追加・修正・削除の処理を
禁止しています。

巡回監査とは

巡回監査支援システム

「FX2シリーズ」とは

「継続MAS」とは

TKC全国会では、巡回監査を次のように定義しています。
巡回監査とは、関与先企業等を毎月及び期末決算時に巡回し、会計資料並びに

会計記録の適法性、正確性及び適時性を確保するため、会計事実の真実性、実在性、
網羅性を確かめ、かつ指導することである。
巡回監査においては、経営方針の健全性の吟味に努めるものとする。
この行動基準に基づいて、巡回監査の手法は詳細に定められています。
また、TKC会計人は毎月実施する巡回監査の直後に、月次決算を実施しています。

〒162-8585 東京都新宿区揚場町2-1 軽子坂MNビル4F
TEL：03-3266-9222 http://www.tkcnf.or.jp/

TKC全国会ホームページ

（http://www.tkcnf.or.jp/）

TKC全国会ホームページから「証明書」の真正性が確認できます。

ココをクリック！ 蜀 蜀

「発行日」「発行番号」を
入力し、［ＯＫ］ボタンをク
リックすると「証明書」が
確認できます。

記帳適時性証明書の取得

記帳指導

年12回の
巡回監査と月次決算

TKCでは過去データの
遡及的な追加・修正・削除の処理を

禁止しています。

決算書作成

法人税・消費税申告書の作成

国税・地方税の電子申告
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PDF表示

●事務所名・商号を消去しています。



●この「証明書」は、TKC全国会（4頁参照）に所属する
税理士又は公認会計士の事務所が、TKCシステムを
利用して、期中においては漓毎月、関与先企業に出向い
て巡回監査（4頁参照）を実施し、滷月次決算を行い、
さらに期末においては、澆決算書と法人税申告書等を
作成し、潺税務申告を電子申告で行った場合に発行さ
れます。

●資料1に示す「仕訳数」は、各月の巡回監査及び月次

決算の対象となった取引の件数です。売上高及び仕入

高等について取引の都度計上することなく、日々の総

額或いは月間の総額を一括計上している場合は仕訳数

は少なくなります。TKC会員事務所では巡回監査の直

後に月次決算（データ処理）を実施しています。

●この「証明書」の左下にある｢S：書面添付（税理士法
33-2）｣の欄は、当関与先企業の法人税申告に当たり、
TKC会員が税理士法第33条の2が規定する書面を添
付したかどうかを証明しています。
この書面は、いわ

ば「決算申告確認
書」と言えるもの
で、その目的は、税
理士が租税法規に
従い、独立した公正
な立場において高
度な注意義務を果
たしたこと、さらに
誠実義務と忠実義
務（説明責任）を果
たしたことを明ら
かにすることです。

●TKC全国会では、
すべてのTKC会員
に対してこの書面添
付を実践することを
求めています。なお、
税理士がその書面
に虚偽の記載をし
た場合は懲戒処分
を受けることになり
ます。また、税務当
局が適正な書面と
認めた場合は、税理
士に対して「税務調
査省略通知書」が発
行されることになっ
ています。

●正しい記帳指導と迅速な月次決算は、関与先企業の
経営改善に役立ちます。TKCでは、これらの財務会計
と連動して黒字決算の実現に役立つ「F：FX2シリーズ」
（4頁参照）及び中期の経営計画を策定する「K：継続
MAS」（4頁参照）を提供しています。

●この｢証明書」は、TKCからTKC会員に対して電子

メールの添付ファイル（PDF）として提供されます。紙

に印刷された証明書を検証する場合は、TKC全国会

ホームページ（http://www.tkcnf.or.jp/）から確認す

ることができます。

「記帳適時性証明書」の解説

●
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■税務署が税理士に発行する「税務調査省略通知書」
（意見聴取結果についてのお知らせ）

●TKCでは、これら一連のコンピュータ処理をASP
方式で受託しており、その全プロセスにわたって処理
記録（ログ・データ）を収集し、この「証明書」を自動発
行しています。

●会社法第432条は、｢株式会社は、法務省令で定め
るところにより、適時に、正確な会計帳簿を作成しなけ
ればならない。｣ と規定しています。この｢証明書｣は、
その適時性並びに計算の正確性を証明するものです。
（内容の正確性を証明するものではありません。）

●この「証明書」の発行目的は、会計事務所が関与先企
業の経営者に対して、会社法が求める会計記帳の適時
性を証明する資料を提供することですが、併せて関与
先企業が金融機関等に融資を求める際に、その決算書
が期中に作成された会計帳簿と完全に一致しているこ
とを証明する手段として活用することにあります。

●TKCシステムでは、過去の仕訳及び過去の勘定科目
残高に対する追加・修正・削除の処理を禁止していま
す。また、勘定科目の前期末残高は当期首残高に自動
的に切り替わるため、コンピュータの裏操作により期
中及び期末の勘定科目残高が改ざんされることはあり
ません。
そのため、数年にわたってTKCシステムの利用を継

続している企業の決算書については、会計帳簿の裏付
けと計算の正確性は確保されていると見なすことがで
きます。

●TKC会員による巡回監査及び月次決算は、毎月、関
与先企業が作成した会計資料並びに会計記録を対象と
して翌月に実施することを原則としています。これを
遵守した月には｢注｣欄に◎印が示されます。ただし、
期首第一月の月次巡回監査及び期末整理を伴う決算巡
回監査については2か月遅れでも妥当とされています。
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■税理士が税務署に提出する「決算申告確認書」
（税理士法第33条の2第1項に規定する添付書面）


